
















































①7/9　   南青山町町内会役員との会議


































②9/9　   陸前高田市市社協へのヒアリング
③9/11　  釜石市釜援隊へのヒアリング
④9/19　  仙台市荒井東災害公営住宅への視察
⑤9/19　  あすと長町（仙台）へのヒアリング
⑥12/13　東松島市あおい地区への視察
⑦12/14　山元町山元復興ステーションへの視察
⑧12/14　塩釜市清水沢東災害公営住宅への視察
⑨2/25　  横浜市栄区UR団地への視察
⑩2/25　  東京都日野市UR多摩平団地への視察
⑪2/26　  あすと長町（仙台）へのヒアリング
３　これまで得られた研究の成果
　まず、地縁組織や地元住民向け説明会時のアンケート結
果、南青山町を中心とした地域課題は主に次の2点があげら
れる。1点目は民生児童委員の負担増加である。町内会には
公営住宅がないため、南青山アパートが「大規模公営住宅」
であり、入居者が多くの課題を抱えている「被災者」とい
うことに対して、これまで経験したことのない見守り支援
が必要だと考え、負担と感じていた。2点目は、町内会役員
の担い手不足である。この問題は、高齢化問題や地域活動
の参加者固定化の問題にも繋がる。町内会の年代別人数を
みると65歳以上の高齢化率は39.6％と4割近くを占めてお
り町内会の高齢化が進んでいる。また、11月の地域住民向
け説明会に参加した96.6％の人が、役員や地域活動に積極
的に参加している人たちであったことから、町内会活動の
参加者が固定化されていることが明らかになった。
　また、町内会役員への面談繰り返すことで、被災者を地
域で前向きに受け入れようとする意識が醸成され始めた。
さらに、来年度から副会長の1人が災害公営住宅担当となる
ことが決まるなど、町内会体制にも影響を及ぼした。
　次に、これまでの個別支援から得られた情報から入居予
定者が抱える課題として主に2点あげられる。1点目は入居
者同士の繋がりがほぼないことである。被災元市町村は
様々で、同じ市町村出身でも震災前から同じ町内に居住し
ていたかどうかは不明である。また、個々の事情によって
内陸へ避難した入居予定者は、避難後に他の避難者と関わ
りを持つ機会が少なく、同じ盛岡市内各地に住んでいても
お互いの繋がりはほぼない。2点目は複合的な課題を抱える
世帯が多いことがあげられる。個別支援を通じて得られた
世帯が抱える課題を入居予定者と盛岡市内の被災者で比較
したのが下記の表１である。
　また、4回の交流会とアンケート調査を通じて、交流会を
繰り返すことで「入居後の住民同士の支えあいが必要だ」
と考える世帯が増えていることが判明した（表２）。交流
会への参加者が固定化されつつあるという課題が残る一方
で、何度も顔合わせを行うことで、互いの繋がりがほぼな
くてもコミュニティの基礎である支えあい意識が醸成され
ているのだ。これは、今後のコミュニティ形成支援策を検
討する際に有益な結果である。
　最後に、先進事例のヒアリング調査や視察調査から、ペッ
ト飼育に関する対応の差で入居後のコミュニティ形成に大
きな影響が出ることが判明した。例えば、管理主義的な手
法でペット対応をした場合、住民同士のトラブルになりや
すく、コミュニティ形成の阻害要因に陥り、自主的な住民
組織が立ち上がりにくい。一方で、愛好会的な手法で、緩
やかなペット対応であれば、住民同士のトラブルになりに
くく、ペットクラブのような住民組織も立ち上がりやすい。
また、ペットに関するルールや部屋決めの方法などについ
て入居前から行政と連携し、入居後の生活について入居者
同士で話し合う機会をもつことで、比較的住民間トラブル
が減少し、住民の自主活動が促されることも判明した。
　本調査により、南青山アパートが建設される地域が抱え
る課題と、入居者の抱える課題を把握することができた。
また、入居者間の交流会の実施や先進地事例などを通じて、
入居前からの入居者・地縁組織・地域住民・行政との連携や
交流が、入居後のコミュニティ形成において非常に重要な
影響を及ぼすことがわかった。
４　今後の具体的な展開
　本研究の最終的な目標は、個別支援と地域支援を通じて
被災者が安心して暮らせるシステムを構築することであ
る。今年度の成果を踏まえて、次年度以降は引き続き入居
者と地域課題を明らかにしつつ、入居者・地縁組織・地域住
民・行政との連携と交流を深めて、南青山アパート完成後の
具体的な個別支援と地域支援策を提案していく。そして、
行政と連携したシステム構築に取り組んでいく。
５　その他（参考文献・謝辞等）
【謝辞】調査や先進地事例取集をするにあたり、岩手県内外
の多くの関係者の皆様にご協力いただきました。心より御
礼申し上げます。調査対象とした災害公営住宅の入居者が
安心して暮らせる環境づくり、その為にも住宅の位置づく
地域環境がより充実していくこと、そのことで入居者も地
域も相互が豊かになる研究・活動に今後向かいたい。対象者数　全体：525 件　南青山：81 件
